
事業の概況
平成27年度は東日本大震災発生から5年の節目を迎え、インフラ整備が進み震

災からの復興が本格化するなか、地域金融機関として地域復興から再生・活性化に向
け、全力で取り組んでまいりました。

主要な経営指標の推移

平成27年度決算概要

単位 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
経常収益 千円 2,814,715 2,666,894 2,617,015 3,199,927 2,517,462

経常利益 又は経常損失（△） 千円 △989,571 549,536 479,274 1,322,319 815,053

当期純利益 又は当期純損失（△） 千円 △1,249,638 460,283 398,374 1,157,409 769,548

出資総額 百万円 9,694 9,681 9,672 9,666 9,659

普通出資 百万円 694 681 672 666 659

優先出資 百万円 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000

出資総口数 千口 1,748 1,722 1,705 1,692 1,679

普通出資 千口 1,388 1,362 1,345 1,332 1,319

優先出資 千口 360 360 360 360 360

純資産額 百万円 22,458 23,451 23,777 25,417 26,121

総資産額 百万円 202,971 225,680 241,521 266,097 259,170

預金積金残高 百万円 168,995 190,488 206,499 229,113 221,773

貸出金残高 百万円 61,701 66,285 63,416 64,272 65,339

有価証券残高 百万円 40,944 43,774 46,034 48,294 51,747

単体自己資本比率 ％ 36.58 33.00 33.53 31.23 31.05

普通出資に対する配当金（出資1口当たり） 円 10 10 10 10 10

優先出資に対する配当金（出資1口当たり） 円 14 100 100 75 75

役員数 人 10 10 10 10 10
うち常勤役員数 人 7 7 7 7 7

職員数 人 141 139 138 140 133

会員数 人 21,523 21,334 21,266 21,286 21,302

預金積金
復興関連事業の進展により、定期性預金を中心として73億40百万円（3.20%）減少し、
2,217億73百万円となりました。また、個人向け国債や投資信託、保険商品は22億45
百万円の販売実績でありました。

住宅ローン等個人向け貸出金が増加したことにより、10億67百万円（1.66%）増加し、
653億39百万円となりました。貸出金

資金運用収益の増加等により業務純益は前期比1億30百万円増加し、7億54百万円
でしたが、貸倒引当金戻入益の減少により、当期純利益は3億87百万円減少し7億69
百万円となりました。

損　益

自己資本比率は31.05%を確保し、地元金融機関として、地域経済・地域社会の発展に
使命を果たし得る充分な態勢となっております。自己資本比率

金融再生法上の不良債権は1億83百万円減少し、不良債権比率は0.38ポイント低下
の5.21%となっております。不良債権処理
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お客様が抱える様々な問題や課題に対し、最適なソリューションを提供し、地元企業の事業活動
の健全化や、地域の面的な再生に向けて取り組み、課題解決に向けて地域密着主義・お客様第一主
義をさらに具現化し「産・学・官・金」の連携をより強化してまいります。

また、地方創生に根本よりかかわり、地域経済・地域社会の持続的発展に貢献してまいります。

平成28年度事業の展望と課題

石巻信用金庫

「地域復興、課題解決型金融への取組みを最重要課題とし、被災した中小零細事業者の事業再生、個人の生活
支援資金の相談、各種融資商品の提供などの取組みを一層強化いたします。」

お客様のニーズを的確に捉え、顧客満足度の向上を図ってまいります。

平成28年度事業方針
信用金庫の機能を総動員し、地

域、お客様の復興支援・経営支援
に全力で取り組み、力強い再生を
目指す。

お客様に「安心感」と「満足感」を
継続的に持っていただける地域密
着の総合金融サービス業を目指す。

地域密着型金融の機能強化に
向け積極的に取組み、地元事業者
の活性化と地方創生に貢献する。

事業方針 具体的内容

選択と集中、業務の再構築による強固な経営体質の確立
※業務の多様化・高度化に伴う経営リスクの増大に対応して徹底したリスク管理を行い、

経営の健全性の向上と安定を図る
・経営資源の再配置と業務の効率化を図り、経営効率の向上を目指す
・法令等遵守態勢、リスク管理態勢、経営管理態勢の強化を図り、組織能力の向上お

よび地域における信頼感の向上を目指す
・内部統制の確保、適切な経営情報開示等により、ガバナンス・情報開示を充実させる

人財育成と役職員の意識改革による現場力の向上
※役職員一人一人が能力を十分発揮できる体制・組織の構築を目指す
※金融の視点だけではなく、地域やお客様が抱える課題を解決できる能力を高める

・「情熱」「責任感」「行動力」のある人財の育成に向けた取り組みを積極的に実施する
・新たな成長分野への進出等お客様のニーズに適時・適切に応え、顧客満足度の向上

を目指し、経営コンサル能力の向上、経営支援体制の強化を図る。

お客様との絆を重視した課題解決型金融の強化
※地域のお客様ニーズに応えてお客様満足度の高い経営を追求する
※お客様指向に徹した業務運営と金融サービスの提供を行う
※地域になくてはならない金融機関として、存在意義を高める

・地域経済の復興・再生のため、地域密着型金融の強化を図り、循環型金融への取り
組みを通じ、地域経済の好循環に貢献する。

・新しい成長分野への進出、起業・創業等を積極的に支援することにより、地域の再
生・活性化を目指す

・コンプライアンス重視の企業風土を醸成し、顧客保護管理態勢を一層充実させる

経営力の
強化と安定

専門性を持った
人財の育成と活用

地域に密着した
お客様指向の経営
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